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アジア経済法令ニュース No.22-48 

 添付法令資料 1： 韓国物品管理法（目次） 

 添付法令資料 2： 中国女子権益保障法（目次） 

 添付法令資料 3： 電力供給のための再生可能エネルギー開発の加速に関する 

  2022年9月13日付インドネシア共和国大統領規則 No. 112（目次） 

 添付法令資料 4： ベトナム映画法（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2022 年 11 月 25 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 植物防疫法施行規則の一部を改正する省令（農林水産省令第 64 号） 

22.11.18 公布／同日施行 

2 最低賃金の改正決定に関する公示（官庁報告秋田労働局最低賃金公示第 2 号

ないし第 5 号、福島労働局最低賃金公示第 2 号、静岡労働局最低賃金公示第 2

号ないし第 4 号、島根労働局最低賃金公示第 4 号、愛媛労働局最低賃金公示第

4 号） 

22.11.18 公布 

3 ガス事業法及び独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構法の一部を改正

する法律（法律第 80 号） 

22.11.18 公布 

4 港湾法の一部を改正する法律（法律第 87 号） 

22.11.18 公布 

5 建設業法施行令の一部を改正する政令（政令第 353 号） 

22.11.18 公布／一部を除き、24.04.01 施行 

6 肥料を登録した件（農林水産省告示第 1897 号） 

22.11.21 公布 

7 最低賃金の改正決定に関する公示（官庁報告栃木労働局最低賃金公示第 5 号、

三重労働局最低賃金公示第2号ないし第4号、徳島労働局最低賃金公示第3号、

愛媛労働局最低賃金公示第 5 号及び第 6 号） 

22.11.21 公布 

8 電気事業法施行規則及びガス事業法施行規則の一部を改正する省令（経済産

業省令第 87 号） 

22.11.22 公布／22.11.23 施行 

9 最低賃金の改正決定に関する公示（官庁報告茨城労働局最低賃金公示第 2 号

及び第 3 号、富山労働局最低賃金公示第 2 号、長野労働局最低賃金公示第 4 号、

島根労働局最低賃金公示第 5 号、鹿児島労働局最低賃金公示第 2 号） 

22.11.22 公布 

10 航空法施行規則の一部を改正する省令（国土交通省令第 81 号） 

22.11.22 公布／同日施行 

11 所得に対する租税に関する二重課税の回避のための日本国とスイスとの間の



 

 2 

条約を改正する議定書の効力発生に関する件（外務省告示第 395 号） 

22.11.24 公布 

12 所得に対する租税に関する二重課税の回避のための日本国とスイスとの間の

条約を改正する議定書に関する交換公文の効力発生に関する件（外務省告示第

396 号） 

22.11.24 公布 

13 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行規

則の一部を改正する省令（厚生労働省令第 156 号） 

22.11.24 公布／同日施行 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 第三批检察机关办理涉非公经济控告申诉典型案例 

22.11.16 公布 最高人民検察院 

2 关于进一步加强劳动人事争议协商调解工作的意见 

22.10.13 公布 人的資源及び社会保障部等 人社部発[2022]71 号 

3 最高人民法院关于涉外民商事案件管辖若干问题的规定 

22.11.14 公布 最高人民法院 法釈[2022]18 号／23.01.01 施行 

4 自然资源部关于第四批废止的部门规章的决定 

22.11.11 公布 自然資源部令第 9 号／同日施行 

5 地质灾害防治单位资质管理办法 

22.11.11 公布 自然資源部令第 8 号／23.01.01 施行 

6 应急管理行政执法人员依法履职管理规定 

22.10.13 公布 応急管理部令第 9 号／22.12.01 施行 

7 动物检疫管理办法 

22.09.07 公布 農業農村部令 2022 年第 7 号／22.12.01 施行 

8 关于印发有色金属行业碳达峰实施方案的通知 

22.11.10 公布 工業及び情報化部 工信部聯原[2022]153 号 

9 工业和信息化部办公厅关于印发石化行业智能制造标准体系建设指南（2022

版）的通知 

22.11.04 公布 工信庁科[2022]34 号 

10 工业和信息化部办公厅、国家市场监督管理总局办公厅关于做好锂离子电池产

业链供应链协同稳定发展工作的通知 

22.11.10 公布 工業及び情報化部弁公庁等 工信庁聯電子函[2022]298 号 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

1 个人养老金投资公开募集证券投资基金业务管理暂行规定 

22.11.04 公布 中国証券監督・管理委員会公告[2022]46 号／同日施行 

2 关于印发《上海市、南京市、杭州市、合肥市、嘉兴市建设科创金融改革试验
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区总体方案》的通知 

22.11.11 公布 中国人民銀行等 銀発[2022]260 号 

3 关于印发《新冠肺炎疫情防控核酸检测实施办法》等 4个文件的通知 

22.11.19 公布 国家衛生健康委員会 联防联控机制综发[2022]104 号 

 

第 3 ロシア 

1 燃料・エネルギー・コンプレックス施設の安全に関するロシア連邦法律及び

個別のロシア連邦法規への変更の導入に関する 2022年 6月 28日付ロシア連邦

法律 No.230-FZ 

一部を除き、公布の日から施行 

2 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 航海活動管理に関するベトナム航海法典の若干の条項の細則を定める議定を

合一する合一文書 

運輸交通省の 2022 年 11 月 2 日付第 63/VBHN-BGTVT 号合一文書 

2 たばこ経営に関連する各議定の若干の条項の細則を定める商工省大臣の

2018 年 12 月 26 日付第 57/2018/TT-BCT 号通知の若干の条項を修正し、又は

補充する通知 

商工省の 2022 年 11 月 4 日付第 30/2022/TT-BCT 号通知／22.12.20 施行 

 

第 5 韓国 

1 自動車及び自動車部品の性能及び基準に関する規則一部改正令 

22.11.21 公布 国土交通部令第 1160 号／同日施行 

2 文化財保護法施行規則一部改正令 

22.11.21 公布 文化体育観光部令第 494 号／同日施行 

3 エネルギー法施行規則一部改正令 

22.11.21 公布 産業通商資源部令第 485 号／同日施行 

4 気象観測標準化法施行規則一部改正令 

22.11.21 公布 環境部令第 1004 号／22.12.11 施行 

5 幼児教育法施行令一部改正令 

22.11.22 公布 大統領令第 32999 号／同日施行 

6 専門医の修練及び資格認定等に関する規定一部改正令 

22.11.22 公布 大統領令第 33000 号／同日施行 

7 環境保健法施行令一部改正令 

22.11.22 公布 大統領令第 33001 号／同日施行 

8 老人福祉法施行規則一部改正令 

22.11.22 公布 保健福祉部令第 919 号／23.01.01 施行 
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第 6 台湾 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 7 シンガポール 

1 Moneylenders Act 2008 - Moneylenders (Amendment) Rules 2022 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 21 

Nov 2022 and come into operation on 1 Jan 2023; No.S899/2022 

2 Goods and Services Tax Act 1993 - Goods and Services Tax (Excluded 

Transactions) (Amendment) Order 2022 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 22 

Nov 2022 and comes into operation on 23 Nov 2022; No.S900/2022 

 

第 8 タイ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 OFFICE OF THE PRESIDENT 

  MEMORANDUM ORDER NO. 11, S. 2022 

  REVERTING THE ADMINISTRATION AND MANAGEMENT OF THE 

SOCIO-CIVIC PROJECTS FUND TO THE OFFICE OF THE EXECUTIVE 

SECRETARY 

22.11.16 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

2 INSURANCE COMMISSION 

  CIRCULAR LETTER NO. 2022-49 

  REVISED IMPLEMENTATION REQUIREMENTS FOR THE 

VALUATION STANDARDS FOR HEALTH MAINTENANCE 

ORGANIZATTON (HMO) AGREEMENT LIABILITIES AND ANNUAL 

REPORTING FOR HMOs, SUPERSEDING CL NO. 2020-100 

22.11.21 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

3 INSURANCE COMMISSION 

  CIRCULAR LETTER NO. 2022-50 

  AMENDMENT TO CIRCULAR LETTER NO. 2021-72 

22.11.22 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

4 BANGKO SENTRAL NG PILIPINAS 

  MEMORANDUM NO. M-2022-49 
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  PESO REAL TIME GROSS SETTLEMENT (RTGS) RULES 

22.11.22 付／全国流通新聞において公布された日から 15 日後に施行 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 13 カザフスタン 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 ウズベキスタン共和国における無人航空機の利用の規制に係る追加措置に関

するウズベキスタン共和国内閣決定 

2022 年 11 月 15 日付 No.658／同月 16 日施行 

2 消費市場における価格の安定性の確保に係る追加措置に関するウズベキスタ

ン共和国大統領令 

2022 年 11 月 17 日付 No.251／同月 18 日施行 

 

第 15 トルコ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 ミャンマー 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 18 添付法令資料 

   1 韓国物品管理法（目次） 

   2 中国女子権益保障法（目次） 
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   3 電力供給のための再生可能エネルギー開発の加速に関する 2022年 9月 13日

付インドネシア共和国大統領規則 No. 112（目次） 

   4 ベトナム映画法（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

正木 湧士  弁護士・弁理士：日本法令担当 
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萩原 亮太  弁護士：ベトナム法令担当 

山本 大介  弁護士：シンガポール法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法事務弁護士（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法事務弁護士（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


